
◆◆◆メールマガジン「事業用自動車安全通信」第508号（R1.6.14）◆◆◆ 

 

＝はじめに＝ 

このメールマガジンは、国土交通省において収集した事業用自動車に関する事故

情報等のうち重大なものについて、皆様に情報提供することにより、その内容を

他山の石として各運送事業者における事故防止の取り組みに活用していただく

ことを目的として配信しています。 

また、自動車運送事業等における安全・安心確保に関する最近の情報等について

もトピックとして提供していますので、ご活用ください。 

 

＝目 次＝ 

1.重大事故等情報＝4件（6月7日～6月13日分） 

(1)乗合バスの車内事故① 

(2)乗合バスの車内事故② 

(3)乗合バスの車内事故③ 

(4)大型トラックの衝突事故 

 

2.トピック 

(1)「交通事故統計及び事故事例の分析に基づき実施すべき死亡・重傷事故の低

減対策のポイント」の活用について（新着情報） 

(2) バスの走行時における安全運行の徹底について 

(3)貸切バスによる死傷事故の発生を踏まえた事業用自動車の安全確保の取組の

徹底について 

(4)トラックドライバー長時間労働の是正・コンプライアンスの確保を図るため、

荷役作業・附帯業務は、記録の義務付けを開始します。～中型トラック以上に記

録が義務付けている記載対象の拡大～ 

(5)事業用自動車の運転者に対する飲酒運転の防止等法令遵守の徹底について 

 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

1.重大事故等情報＝4件（6月7日～6月13日分） 

(1)乗合バスの車内事故① 

6月8日（土）午後5時10分頃、神奈川県の国道において、同県に営業所を置く乗

合バスが乗客20名を乗せ第1走行車線を運行中、第2走行車線を走行していた軽乗

用車が、当該バス車線へ急に割り込んできたため、急ブレーキをかけた際に、乗

客が転倒した。 

この事故により、転倒した乗客1名が重傷を負った。 

 

(2)乗合バスの車内事故② 

6月10日（月）午後3時5分頃、埼玉県の市道交差点において、同県に営業所を置

く乗合バスが乗客3名を乗せ運行中、直進する際に赤信号であることを見落とし、



急ブレーキをかけた際に、立っていた乗客が足を捻った。 

この事故により、足を捻った乗客1名が重傷を負った。 

 

(3)乗合バスの車内事故③ 

6月11日（火）午後4時52分頃、千葉県の市道バス停において、同県に営業所を置

く乗合バスが乗客17名を乗せ運行中、停車する際に、座席から立ち上がった乗客

が、停止時の揺動により転倒した。  

この事故により、転倒した乗客1名が重傷を負った。 

 

(4)大型トラックの衝突事故 

6月13日（木）午後1時10分頃、滋賀県の高速道路において、山形県に営業所を置

く大型トラックが運行中、乗用車に追突した。 

この事故により、乗用車の乗員4名のうち、3名が死亡、1名が重傷を負った。 

 

――――――――――――――――――――――――――――――― 

上記4件の死傷者数計：死亡3名、重傷4名、軽傷0名（速報値） 

――――――――――――――――――――――――――――――― 

 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

2.トピック 

(1)「交通事故統計及び事故事例の分析に基づき実施すべき死亡・重傷事故の低

減対策のポイント」の活用について 

（新着情報） 

 

国土交通省では、平成２９年６月にまとめられた「事業用自動車総合安全プラン

２０２０」に基づき、２０２０年までに事業用自動車の交通事故死亡者数を２３

５人以下、人身事故件数を２３，１００人以下、飲酒運転を０件の目標を掲げ、

関係者と一丸になって事故防止対策に取り組んでいるところです。 

平成３０年度「自動車運送事業に係る交通事故対策検討会」において、各モード

の死亡・重傷事故の発生件数の多い事故形態を特定し、自動車事故報告書から傾

向や特徴を分析した結果を、「交通事故統計及び事故事例の分析に基づき実施す

べき死亡・重傷事故の低減対策のポイント」として取り纏めましたので、運行管

理者及び運転者への教育や事業者における安全意識の向上等の際に活用してく

ださい。 

 

※「交通事故統計及び事故事例の分析に基づき実施すべき死亡・重傷事故の低減

対策のポイント」については、下記リンク先をご覧ください。 

→ http://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/03analysis/press20190125.html 

 

――――――――――――――――――――――――――――――――――― 



(2)バスの走行時における安全運行の徹底について 

（配信日：R1.6.7） 

 

本年６月６日、茨城県において、乗合バスが乗降口の扉を閉じずに走行する事案

が発生いたしました。その他、今年に入り全国で同様の事案が２件発生したこと

を把握しております。 

バス事業者様におかれましては、今後同様の事案が発生することのないよう、次

の事項について周知徹底をよろしくお願いいたします。 

 

１．事業者は、「運転者は乗降口の扉を閉じた後でなければ発車してはならない」

ことを運転者に対し改めて指導徹底すること。 

なお、乗降口の扉を閉じた後でなければ走行装置に動力を伝達することができな

い構造の解除装置を備えたバス車両を運行する事業者にあっては、運転者に対し

当該バス車両を運行の用に供する際には、当該解除装置が作動していないことを

確認することを改めて指導徹底すること。 

２．乗降口の扉を閉じた後でなければ走行装置に動力を伝達することができない

構造を備えたバス車両について、当該機能が作動することを改めて点検確認する

こと。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――  

(3)貸切バスによる死傷事故の発生を踏まえた事業用自動車の安全確保の取組の

徹底について 

（配信日：R1.5.31） 

 

４月２１日（日）、神戸市ＪＲ三宮駅前において発生した死傷事故を踏まえ、「乗

合バスによる死傷事故の発生を踏まえた事業用自動車の安全確保の徹底につい

て」（平成３１年４月２４日付け国自安第７号）により、事業用自動車の安全確

保に万全を期すよう周知徹底を図ったところですが、その後も、５月２４日（金）、

滋賀県草津市の名神高速道路上り線の草津ジャンクション付近において、貸切バ

スが乗用車に衝突し、他の２台の乗用車を巻き込み、乗用車に乗っていた方のう

ち１名が亡くなり、３名が重傷、１１名が軽傷を負われたほか、貸切バスの乗客

２名が軽傷を負う痛ましい多重事故などが発生しております。 

今回の名神高速道路草津ジャンクション付近の事故の原因については現在調査

中ですが、本件は、運転者の前方不注意によるものと思われる事故であり、自動

車運送事業そのものの社会的信頼を大きく失墜させるものであります。 

このため、事業用自動車の安全確保に万全を期すために、自動車運送事業者様に

おかれましては、次の事項について改めて周知徹底をお願い致します。 

 

運行管理者に対して以下のことを改めて徹底するとともに、その実施状況につい

て乗務記録を確認すること等により、安全に運行をすることができないおそれが



ある状況での運行を行わないこと。 

（１）運転者が過労運転とならないように、「旅客自動車運送事業運輸規則第２

１条第１項の規定に基づき、事業用自動車の運転者の勤務時間及び乗務時間に係

る基準」（平成１３年１２月３日国土交通省告示第１６７５号）その他の関係法

令に基づいて作成した乗務割に従って運転者を事業用自動車に乗務させるとと

もに、運転者の健康状態、疲労状態等の確実な把握に努め、安全な運転をするこ

とができないおそれのある運転者を乗務させないこと。 

（２）運転者に対する指導、点呼等において、 

①運行に際して注意を要する箇所を伝えた上で、運行している道路の状況に対す

る注意を徹底すること。 

②道路の状況を踏まえた安全速度での運転等の道路交通法等の法令遵守を徹底

すること。 

③運転中に疲労や眠気を感じたときは運転を中止し、休憩するか、又は睡眠をと

ることを徹底すること。また、疲労や眠気により安全な運転を継続することがで

きないおそれがあるときは、申し出るよう徹底すること。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――  

(4)トラックドライバー長時間労働の是正・コンプライアンスの確保を図るため、

荷役作業・附帯業務は、記録の義務付けを開始します。～中型トラック以上に記

録が義務付けている記載対象の拡大～ 

（配信日：R1.5.31） 

 

本年６月１５日より、トラックドライバーが車両総重量８トン以上又は最大積載

量５トン以上のトラックに乗務した場合に、集貨地点等で荷役作業又は附帯業務

を実施した場合についても乗務記録の記載対象として追加します。これにより、

トラック事業者と荷主の協力によるドライバーの長時間労働の是正等への取組

みを促進します。 

 

１．背景 

トラック運送業ではドライバー不足が深刻化しており、我が国の国民生活や産業

活動を支える物流機能が滞ることのないようにするためには、ドライバーの長時

間労働の是正等の働き方改革を進め、コンプライアンスが確保できるようにする

必要があります。 

今般、こうした状況を踏まえ、拘束時間に関する基準の遵守など安全面、労務面

でのコンプライアンスの確保や、取引環境の適正化に資するよう、荷役作業等に

関する実態を把握し、そのデータを元にトラック事業者と荷主の協力による改善

への取組みを促進すること等を目的として、貨物自動車運送事業輸送安全規則

（平成２年７月３０日運輸省令第２１号）を改正し、既に乗務記録への記載対象

であった荷待ち時間等に加え、荷役作業等を記載対象とします。 

 



２．乗務記録への記録対象として追加する内容 

（１）対象車両  

車両総重量が８トン以上又は最大積載量が５トン以上の車両に乗務した場合 

（２）対象作業  

[1]荷役作業（例）積込み、取卸し  

[2]附帯業務（例）荷造り、仕分、横持ち・縦持ち、棚入れ、ラベル貼り、はい

作業 

※ 契約書に実施した荷役作業等の全てが明記されている場合は、所要時間が１

時間未満であれば荷役作業等についての記録は不要です。 

 

３．今後のスケジュール 

施行日：令和元年６月１５日（土）（令和元年５月１０日（金）に公布済み） 

 

※詳細については、下記リンク先をご覧ください。 

→ http://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha04_hh_000184.html 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――  

(5)事業用自動車の運転者に対する飲酒運転の防止等法令遵守の徹底について 

（配信日：R1.5.24） 

 

国土交通省においては、平成29年6月にまとめられた「事業用自動車総合安全プ

ラン2020」に基づき、事業用自動車における飲酒運転ゼロを目標とし、様々な取

組を実施しているところですが、今年に入り、事業用自動車の飲酒を伴う事故に

ついて12件（タクシー：2件、トラック：10件）発生したことを把握しておりま

す。 

平成28年5月に閣議決定された「アルコール健康障害対策推進基本計画」におい

ても、点呼時のアルコール検知器の使用と目視等での酒気帯びの有無の確認につ

いて更なる徹底を図ることとしており、政府としても飲酒運転の根絶に強力に取

り組んでいる中で飲酒運転が行われたことは、運送事業に対する社会の信頼を揺

るがす事態であり、誠に遺憾であると言わざるを得ません。 

つきましては、飲酒運転を防止する取組として、「自動車運送事業者が事業用自

動車の運転者に対して行う一般的な指導及び監督の実施マニュアル」等を活用し

ていただくとともに、特に以下の事項について適切に実施していただくようお願

いします。 

 

運転者に対する指導・監督、点呼等において、以下のことを徹底すること。 

（1）飲酒による身体への作用・影響や飲酒運転の危険性等を事例を用いて理解

させること。 

（2）確実な点呼の実施体制が確保できているか確認し、必要に応じ見直しを行

うとともに、点呼時におけるアルコール検知器を用いた酒気帯びの有無の確認を



行うこと。 

（3）運転者の飲酒状況を把握するとともに、日常的に飲酒する習慣がある運転

者に対しては、遠隔地の点呼において確実に酒気帯びの有無を確認できる機器を

用いるなどにより管理を行うこと。 

 

 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【メールマガジン「事業用自動車安全通信」】 

発行 国土交通省自動車局安全政策課 

＊このメルマガについてのご意見は、＜ jiko-antai@mlit.go.jp ＞までお

寄せください。 

 

よくある質問（配信登録の解除方法等） 

（ http://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/anzenplan2009/faq.html ） 

＊ご登録されたメールアドレスの変更は、配信登録を解除していただき、新た

に配信登録をお願いします。  

配信登録を解除する場合は、以下のアドレスで登録解除することができます。 

（ http://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/anzenplan2009/stop.html ） 

 

【参考】 

＊自動車局ホームページ 

（ http://www.mlit.go.jp/jidosha/index.html ） 

＊自動車の不具合情報はこちら 

最近、自動車に乗っていたら異常発生、なんてことありませんでしたか。そ

んな時は、車検証を用意して、国土交通省「自動車不具合情報ホットライン」

に連絡です。皆様の声は、車種ごとに、ホームページ上で公開され、メーカ

ーがきちんとリコールをしたり、メーカーのリコール隠しを防ぐために活用

されます。 

・ホームページ受付 

（ http://www.mlit.go.jp/jidosha/carinf/rcl/hotline.html ） 

・フリーダイヤル受付 0120－744－960 

（平日9:30～12:00 13:00～17:30） 

・自動音声受付    03－3580－4434（年中無休・24時間） 

＊自動車のリコール等の通知等があったときは！ 

使用されている自動車について、自動車ディーラーなどから、リコール又は

改善対策の通知が送付されたり、その対象であることが新聞等で公表された

ときは、安全・環境への影響から、その自動車の修理を行うことが必要にな

ったということです。道路運送車両法により、自動車ユーザーは、自分の自

動車が保安基準に適合するよう点検・整備する義務がありますので、忘れず

に修理を受けましょう。 



 

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆ 


